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Ⅰ．検討の背景 

 

我が国では、平成２年の1.57ショック以降、少子化対策に取り組んできた。

また、市区町村においてより良い家庭環境・養育環境のための体制の構築に

取りかかるとともに、虐待への対応強化の観点から児童相談所の体制強化や

家庭養育優先原則の下で社会的養育の質の向上に取り組んできた。 

しかしながら、依然として子育て世帯は、仕事との両立や自らの疾病・障

害、親の介護、貧困など様々な課題がある中で、核家族での子育て、希薄な

地域関係の中での子育てなど、困難な状況となっている。また、児童相談所

の虐待相談対応件数は、令和２年度は 20 万件を超え平成 11 年以降右肩上が

りとなっている。加えて、児童の権利に関する条約を批准してから四半世紀

が経過しているが、社会的養育における子どものニーズに応じた支援の在り

方について、まだまだ不十分な点が多い。 

 

児童福祉制度、母子保健制度は、本年度、平成28年の児童福祉法等改正の

５年後見直し年を迎える。また、令和元年の児童福祉法改正における附則に

おいて、 

・ 一時保護その他の措置に係る手続きの在り方 

・ 児童の福祉に関し専門的な知識及び技術を必要とする支援を行う者につ

いての資格の在り方その他当該者についての必要な資質の向上を図るため

の方策 

・ 児童の意見を聴く機会及び児童が自ら意見を述べることができる機会の

確保、当該機会における児童を支援する仕組みの構築、児童の権利を擁護

する仕組みの構築その他の児童の意見が尊重され、その最善の利益が優先

して考慮されるための措置の在り方 

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとされて

いる。 

 令和３年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2021」に

おいて、「児童虐待防止対策について、児童福祉法等改正法附則に基づき、

子供の支援に携わる者の資質の向上に向けた資格の在り方、司法関与の強化

も含めた一時保護の適正手続の確保、子供の権利擁護、積極的な取組を評価

するなど実効性のある里親支援等の在り方の検討を含む家庭養育優先原則の

徹底、措置解除者に対する支援の在り方等について、検討に基づき必要な措

置を講ずる。児童の健全育成推進や虐待予防の観点から、支援を要する子育

て世帯に支援が行き渡るよう、未就園児の効果的な把握や母子保健と児童福

祉のマネジメント体制の再整理、市町村、児童家庭支援センターなどによる

在宅支援の推進などについて検討し、所要の措置を講ずるとともに、児童相

談所を含めた子供や家庭の支援体制を充実強化する。」としている。 

 

こうしたことを受けて、今後、家庭・養育環境の支援の強化や児童の権利
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の擁護が図られた児童福祉施策の推進のため、子どもの視点から適切な支援

が提供できるよう、児童福祉制度、母子保健制度、子ども・子育て支援制度

について、社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会において令和３年

４月から合計14回の議論を行った。これを受け、厚生労働省は、Ⅱの基本的

な考え方に基づき、Ⅲ以降の具体的な制度の見直しを行うべきである。 
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Ⅱ．基本的な考え方 

 

 子ども、その保護者、家庭を取り巻く環境は、 

・ 未就園児が一定数存在し、また、就園前の子どもの親は孤立しがちな傾

向にある 

・ 児童虐待相談対応件数は増加しており、深刻な虐待の死亡事例も毎年一

定数存在する 

・ 支援について十分な質や量が確保されておらず、ニーズに対して適切に

届けられていない 

といった、厳しいものとなっている。具体的には、以下のとおりである。 

 

（未就園児と親の孤立） 

年齢人口から推計される未就園児（保育所や認定こども園、幼稚園に就園

していない児童）の大半は０～２歳児である。 

加えて、 

・ 子育てを行っている母親のうち６割が近所に「子どもを預かってくれる

人はいない」という状況にあること 

・ 地域子育て支援拠点を利用している母親の半数以上が、拠点を利用する

前の状況として、「子育てで、つらいと感じることがあった」、「家族以

外の人と交流する機会があまりなかった」、「子育ての悩みや不安を話せ

る人がほしかった」など、子育ての不安や悩みを相談・共有することがで

きない等があること 

というように、地域子育て支援拠点を利用した親の多くが孤立している状況

を理由としている。 

 

（児童虐待相談対応の状況と死亡事例） 

また、児童相談所での児童虐待相談対応件数は、平成 11年は 1.2万件であ

ったが、以降は増加し続け、令和２年度には20万件を超えるまでになってい

る。そして、児童相談所における児童虐待相談対応件数のうち、一時保護が

されるのが約 13％、施設入所等の措置をされるのが約２％である。一時保護

や施設入所等への対応に加えて、一時保護や施設入所等に至らないが在宅で

対応が必要なものが多く存在するようになり、児童相談所は一層多様かつ専

門的な対応が求められるものになっている。 

また、児童虐待による死亡事例については、第17次報告によると、「心中

以外の虐待死事例」が毎年50例程度での推移を続けており、そのうち０歳の

子どもが約５割（０歳０か月児がさらにこのうちの４割）を占める。 

 そして、令和３年も、市区町村と児童相談所がともに事案を把握しながら

も未就学の子どもが虐待によって命を落とすという事案が発生している。 

 

（支援の状況） 
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 市区町村における支援の供給量は、令和元年度の実績を見ると、例えば、

一時預かり事業が約 521 万人日、子育て短期支援事業のショートステイが約

９万人日、養育支援訪問事業が約18万件となっている。これは、要支援・要

保護児童１人当たりで見ると、ショートステイは約 0.39 日/年、養育支援訪

問は約 0.78 件/年という水準である。 

また、児童虐待による死亡事例の検証結果（第17次）を確認すると、行政

機関等による子育て支援事業の利用状況について、「心中以外の虐待死事例」

（56 例）のうち、利用「あり」が 18 例、そのうち、最も利用されている事

業（複数回答）は「乳児家庭全戸訪問事業」で15例であった。その他は、保

育所利用が７例で、その他の支援（養育支援訪問、一時預かり、短期入所な

ど）は０～３例の利用であった。これらのことからも、市区町村の子ども・

子育て支援が、支援を必要とする家庭に届いていない実態がうかがえる。 

 

 こうした状況を踏まえ、子ども家庭福祉行政の課題として、 

・ 未就園児の把握、就学世帯を含めた子育て家庭の把握（特に支援を必要

とする未就園児、子育て家庭の把握）の不足 

・ 市区町村において母子保健と児童福祉の連携と支援のマネジメント力の

不十分さ 

・ 家庭や子どもに対する支援の不足 

・ 児童相談所における専門性の向上の必要性 

といったことがある。 

 

 さらに、令和元年の児童福祉法改正における附則に則って令和２年度から

検討を行っていた 

・ 一時保護の適正手続きや一時保護所の環境の改善 

・ 児童の福祉に関し専門的な知識及び技術を必要とする支援を行う者につ

いての資格の在り方その他当該者についての必要な資質の向上 

・ 児童の意見を聴く等の機会の確保を含めた児童の権利を擁護する仕組み

の構築等 

について対応を図る必要がある。 

 

 これらについて、以下の４つの方向性に沿って、具体的な制度見直しを図

る。 

① 困難な状況下での子育てを行う子育て世帯、妊産婦、そして不安や悩み

を抱える子どもに対して、できるだけ早期に関わり、市区町村が確実に支

援を行うこと、そのために市区町村において母子保健と児童福祉の一体的

相談機関による支援を実施すること、そして、状況の悪化ひいては虐待な

どの劣悪な状況に至ることを防いでいくため、「支援を確実に提供する体

制の構築」を図る 

② 困難な状況下で子育てを行う子育て世帯、妊産婦、不安や悩みを抱える
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子どもに対しての支援が確実に提供されることを可能にすること、支援の

必要性が高く児童相談所が関与するに当たり在宅での対応をより適切に行

うこと、そして、適正な手続きの下で一時保護を行うとともに家庭養育優

先原則の一層の推進を図ること、といった「安心して子育てができるため

の支援の充実」を図る 

③ 子どもの権利擁護が適切に成されるように環境を整え、子どもの最善の

利益のための支援を子どもの視点を尊重して実施していくとともに、社会

的養護経験者に自立支援を適切に提供していくための、「子どもを中心と

して考える社会的養育の質の向上」を図る 

④ ①から③までの対応がしっかりと実現されるよう、子ども家庭福祉分野

で支援に携わる者、特にソーシャルワークの役割を担う者の資質向上を図

ること、多様な状況下にある子どもへの支援に対応するための多様な機関

の関与を効率的かつ効果的に行うため情報共有を推進すること、そして、

都道府県、児童相談所、市区町村の体制確保を図ること、といった「①～

③を実現するための基盤整備」を行う 
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Ⅲ．支援を確実に提供する体制の構築 

 

 支援を必要とする家庭や保護者、子どもに確実につなげるためには、つな

がる機会を増やしていくこと、つながった後に気軽に相談ができること、相

談等の結果を踏まえて適切にアセスメントし支援をマネジメントすること、

関係者の連携や支援のための情報共有が必要である。このため、以下につい

て、具体的な制度の見直しを行う。 

 

 

（１）支援を確実に受けられるようにするためのつながる環境の整備 

 

① 生まれる前からのつながる機会 

   

○ 生まれる前からつながり安心・安全な出産・育児ができるよう、妊娠時

に早期に支援につながる環境を整えていくことが重要であり、つながる機

会の拡大については、機会の拡充と今ある機会をより良いものにするとい

う量的・質的の両側面から対応を図る必要がある。 

 

○ 機会の拡充という量的な観点としては、 

・ 低所得の若年妊婦など、孤立した状況に陥り支援の必要性が高い妊婦

を早期に把握し、必要な支援につなぐため、妊娠検査に対する支援 

・ 加えて、健診未受診の妊婦や、家庭の状況から、孤立した育児に陥る

など育児が困難になることが予想される妊婦等を対象とした家庭訪問に

よる状況把握 

などに取り組むこととする。 

 

○ 機会をより良いものにするという質的な観点からは、乳幼児健診等の機

会を活用して、子や親の心理的・社会的な側面についてもさらに状況を把

握できるようにする必要がある。 

 

○ これらに加え、妊娠届が未届けとなる事例等への対応や、児童虐待の発

生予防に向け、女性健康支援センター等の相談支援などについて、周知・

広報を強化する必要がある。 

 

② 相談についての心理的・物理的アクセスの向上 

 

○ 全ての妊産婦、子育て世帯、子どもが悩み等を気軽に相談できる環境が

必要である。 

 

○ このため、地域の実情に応じて、保育所、認定こども園、幼稚園、児童
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館、地域子育て支援拠点などの身近にアクセスできる子育て支援の資源な

どが、これらを利用していない世帯も含めて、身近な相談先としての機能

を果たしていくこととする。このため、市区町村はこのような身近な相談

機能を地域に整備するよう努めるものとする。この際、利用者支援事業な

どについて検討を加え、身近な相談先を担う施設等において十分な体制が

確保されるような支援とする。 

 

○ この身近な相談先の機能を果たすため、身近な相談先を担う施設等が心

理士等を積極的に活用できる環境が必要であるといった意見があった。 

 

○ なお、この身近な相談先については、市区町村が、その域内で複数設け、

その中から各子育て世帯が選択し、登録する形で利用する方式とすること

なども含め、個々の市区町村において継続的な支援を提供できるような仕

組みとする必要がある。 

 

 

（２）市区町村等におけるマネジメントの強化 

 

○ 平成 28年の児童福祉法等改正により、市区町村に児童福祉分野を担当す

る子ども家庭総合支援拠点と、母子保健分野を担当する子育て世代包括支

援センターとの設置を努力義務として規定したところである。このうち、

特に子ども家庭総合支援拠点は、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、

実情の把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支援を中心とした

より専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワ

ーク業務までを行うことが求められ、国は市区町村に設置を求め、市区町

村において様々な議論が重ねられて整備数の増加が図られてきた。 

（参考）令和３年４月時点の設置自治体数と割合 

・子ども家庭総合支援拠点：635 自治体/1,741 自治体 36.5％ 

・子育て世代包括支援センター：1,603 自治体/1,741 自治体 92％ 

 

○ こうした中で、母子保健と児童福祉の一体的な対応が望ましいものであ

るとされ、市区町村においても子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括

支援センターの整備を進める過程で個々の状況を踏まえ一体的な形での整

備や連携・協働を進める取り組みを重ねてきている。こうした取組みを踏

まえ、組織や物理的な場所が異なる中では、母子保健と児童福祉の連携・

協働は個々の職員に負荷をかけるものでもあることや、情報の共有等が成

されにくいことから、効率的かつ効果的に母子保健と児童福祉の連携・協

働を図ることができる環境の整備を考える必要がある。また、子育て支援

において、妊産婦、子育て世帯、子どもにとってのわかりやすさの視点か

ら、ワンストップで必要な支援につながる相談窓口の設置を求める意見も
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あるところである。 

 

○ このため、市区町村において、現行の子ども家庭総合支援拠点と子育て

世代包括支援センターについて、これらの設立の意義や機能は維持した上

で組織を見直し、一体的な組織として、全ての妊産婦、全ての子育て世帯、

全ての子どもの一体的相談を行う機能を有する機関（以下「一体的相談機

関」という。）の設置に努めることとする。この相談機関は、一般家庭か

ら支援の必要性が低い世帯、支援の必要性が高い世帯まで切れ目のない支

援を行う。 

 

○ 一体的相談機関の名称については、「子ども家庭包括支援センター」と

の名称が相応しいとの意見があったところであるが、その点も踏まえ、法

制的な観点から適切な名称を今後、厚生労働省において設定すべきである。

なお、自治体によっては既に設置している場合もあるため、独自の名称を

付すこと（例えば、「子ども家庭総合支援拠点」や「子育て世代包括支援

センター」で用いていた自治体独自の名称について、一体的な組織の名称

として引き続き使用すること等）も可能とするべきである。 

 

○ そして、この一体的相談機関については、 

・ 子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターについて一体

的な形で整備された先進的取組みを土台（※）とし、子ども家庭総合支

援拠点の機能、子育て世代包括支援センターの機能の両機能を併せ持つ

ものであり、 

・ また、市区町村の状況を踏まえつつ、段階的に機能の充実と整備を図

るものとし、子ども家庭総合支援拠点の機能と子育て世代包括支援セン

ターの機能の両機能が適切に果たされないような形で１つの機関にする

ことなどにならないよう、丁寧な支援等を行うこと 

・ （今般の見直しにおいて後述するように）サポートプランの作成や利

用勧奨・措置が制度として位置づけられる中で、支援を要する妊産婦、

子育て世帯、子どもに対して、適切なソーシャルワークのもと必要な支

援が成されるようにしていくこと 

とする必要がある。 

※ 例えば、国から示した子ども家庭総合支援拠点の指針等に則って、既

に子どもとその養育者の支援の必要性に沿った切れ目ない支援のために

子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターの一体的な設置

がされているケース等は１つのモデルであるため、これまで取り組んで

来た市区町村が混乱ないようにしていく運用にすべきである。 

 

○ 現行の子ども家庭総合支援拠点が、「児童虐待防止対策体制総合強化プ

ラン（平成 30年 12 月 18日）」において令和４年度中に全市区町村への設
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置を目標としている中、増加してきているとは言え、令和３年４月時点で

635 自治体/1,741 自治体（36.5％）の設置に止まっている。これは、 

・ 子ども家庭総合支援拠点の整備の必要性を国が指針等により自治体

に対して周知・徹底する中で、十分にその意図が伝わらなかったこと 

・ 特に小規模な自治体においては、設置の必要性や有用性を理解しつ

つも、支援員の確保等の体制構築に関して課題があること 

等が要因の１つとして考えられる。改めてこの状況の課題を確認し、そ

の課題への対策を考えた上で、厚生労働省は、自治体に対し、今回、サ

ポートプランの作成や利用勧奨・措置等を制度化して明確化する点や、

必要な支援を行うことを丁寧に説明するとともに、各自治体の状況に応

じた様々な組織・運営を支援し、一体的相談機関の全国的な展開に取り

組む必要がある。 

 

○ 一体的相談機関においては、妊娠届からの妊産婦支援に始まり、子育て

世帯や子どもからの相談を受けて支援をつなぐためのマネジメントを行う。

また、地域資源の把握や創生の役割も担っていく。 

 

○ 一体的相談機関又は市区町村は、支援をつなぐためのマネジメントにお

いて具体的な支援提供計画を示す「サポートプラン」（仮称）の作成を行

うものとし、特に支援の必要性の高い世帯を計画的・効果的に支援するた

めのものとして活用する。また、このプラン作成において、保護者や子ど

もが意思決定に参画するなど寄り添ったものとなるようなものとすること、

書類作成に追われ相談支援業務を圧迫することにならないよう現場のプラ

ン作成支援を図ることが重要である。 

 

○ サポートプランを作成するような要保護児童等の支援に際しては、要保

護児童対策地域協議会（以下「要対協」）を活用するなどしてケース会議

を行う。この時、世帯の課題や支援の必要性のアセスメントについて、サ

ポートプランの様式を含め、ひな形を国が示す必要がある。また、市区町

村は、このケース会議において、事案によっては児童相談所とともに、何

を課題とし、いつまでにどこまでの対応を取り、どういう状況になれば児

童相談所が主として対応する必要があるのかを確認することが重要である。 

 

○ この相談機関については、今回の相談機関の見直しの中で機能が低下す

ることがないよう、必要な人員を削減することなく、相談機関において求

められる機能を果たすために必要な人員配置とその人材確保に努める。一

方で、実際の配置において限られた人材の有効的な活用を進めるための人

員配置の弾力的運用を可能としていく。 
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Ⅳ．安心して子育てができるための支援の充実 

 

 困難な環境下での子育てを安心して行うためには、子ども・子育て支援の

質及び量並びに種類の充実を図り、必要とする世帯、妊産婦、保護者、子ど

もに支援が行き届くようにすることが必要である。これにより、結果として、

早い段階で不安や悩み、課題のある世帯や子どもに対して具体的な支援を提

供し、状況の悪化を未然に防ぐことも可能になると考えられる。 

 こうした支援の充実を図る一方で、市区町村と児童相談所の関係について

は、平成28年の児童福祉法等の改正の際の整理を踏まえつつ、市区町村と児

童相談所が縦割りで対応を行い、十分に連絡、情報共有や適切な見立てがさ

れていないことにより痛ましい事案が起こっていることについて、市区町村

と児童相談所が一体となって積極的に動くことを制度として手当する必要が

ある。 

 また、支援の必要性が高い世帯や子どもに対し、児童相談所が在宅時を含

め指導を積極的に実施していくことに加え、指導のみならず必要な支援を適

切に提供することを可能とするための環境整備についても取り組む必要があ

る。 

さらには、環境の整った一時保護所において、適正な手続きに則って一時

保護が成されるようにするとともに、社会的養護・代替養育については、家

庭養育優先原則をより進めることが可能となるようにしていく必要がある。 

 こうした問題意識に則って、具体的な制度見直しを行う必要がある。 

 

 

（１）全ての子育て世帯の家庭・養育環境への支援 

 

① 基本的な考え方 

 

○ 保育サービスの整備について取組が進められ、一定の効果が見られるよ

うになってきている。他方で、子育てする保護者や子どもの家庭環境、養

育環境をより良くするための支援について充実を図る必要がある。具体的

には、以下の切り口から支援の量や種類について確認し、その充実を図る。 

ア：子育てする保護者の負担や悩みを軽減する 

イ：子ども自身の悩みや孤立感などを受け止め支援する 

ウ：より良い親子関係の構築に向けて支援する 

 

○ この家庭環境、養育環境をより良くするための支援は、市区町村による

家庭に対する子育て支援の１つであるから、子ども・子育て支援法の地域

子ども・子育て支援事業に位置づけ、市区町村による計画的な整備を求め

るものとする。 
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○ 家庭環境、養育環境をより良くするための支援は、基本的には全ての子

育て世帯を対象とする支援であるが、支援の必要性の高い子育て世帯の保

護者や子ども（※）に対して可能な限り行き届くようにする必要がある。

このため、国が示す子育て世帯の支援の必要性に関する考え方を参考に、

市区町村が、以下のとおり、必要と判断した場合に市区町村の責任の下で

支援を提供していくことを可能とする。 

・ 家庭環境や養育環境を支える支援を求める子育て世帯や子どもに対し

必要な支援を確保することとしつつ 

・ 優先的に支援を必要とするにもかかわらず支援を求めることが出来な

かったり、支援を拒んだりする等の世帯や子どもについて、支援の利

用・申し込みを勧奨し、家庭環境や養育環境を支える支援を受けること

ができるよう支援すること 

・ 支援を受けることが著しく困難であると認める場合、家庭環境や養育

環境を支える支援を行う措置を採ることができること 

 ※ 関係機関から報告があった子ども等の要対協のリストに載っている家

庭や、保護者に障害や疾病があり自力で利用申込みができない場合など

を想定 

 

○ これにより、市区町村は、支援の必要性の高い子育て世帯の保護者や子

どもについて、家庭環境、養育環境をより良くするための支援の利用勧奨

を行い、それでも支援を受けることが困難な場合には、市区町村の責任に

おいて、この家庭に当該支援を利用するよう行政処分（措置）として働き

かけることが可能になる。なお、この措置に要する費用の支弁については、

措置費として、市町村の支弁とそれに対する都道府県・国による負担につ

いて法律上に位置付ける。 

このような対応をしても支援を利用せず、状態が改善しない場合で児童

相談所による支援や介入が必要と判断される時は、児童相談所に事案を送

致するなど、市区町村と児童相談所が連携して対応するものとする。 

 

○ また、家庭環境、養育環境をより良くするための支援は妊娠期を含めた

全ての子育て世帯を対象とする支援であり、世帯の状況等に応じて利用者

本人からの費用負担を求めることが基本的な考え方である。その一方で、

支援の必要性が高い世帯や経済的に課題を抱えた家庭等が、利用者負担が

あることで利用を躊躇し支援が届かないということは避ける必要がある。

このため、各事業の趣旨・目的も勘案しながら、利用者の負担の軽減を図

る必要がある。 

 

○ こうした中で、家庭環境、養育環境をより良くするための支援としては、

次の②・③のとおり充実を図ることとする。これについて、市区町村によ

っては整備が困難を伴うことも想定される。このため、整備が難しい状況
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にある市区町村が児童家庭支援センター等を活用して整備を進めることも

可能としていく。 

 

② 家庭での養育の支援の充実 

 

○ 子どもが家庭において心身ともに健やかに養育されることを可能として

いくため、訪問による生活の支援（訪問型支援）、保育所等による一時預

かり（通所型支援）、学齢期において学校や家以外の子どもの居場所支援

（通所型支援）、子育て短期支援の充実を図る。 

 

○ 具体的には、まず、訪問による生活の支援として、要支援・要保護世帯

に限らず、妊婦も含めて広い世帯を対象とし、家事支援等の生活・育児支

援や個々の家庭の状況に応じた養育環境の把握などを行う事業を新たに創

設する。その際、現行において養育支援訪問事業の枠組みで提供されてい

る家事支援等については新たな事業の枠組みで提供するものとし、養育支

援訪問事業は専門的な相談支援を提供するものとして、異なる事業として

連携を図ることとする。 

 

○ また、一時預かり事業については、いわゆるレスパイトを含め利用が必

要な者への活用が進むような方策について、事業実施側の円滑な受入れが

進むよう留意しながら、取組の推進を図る。 

 

○ そして、家庭環境その他の理由により孤立した困難な状況にある子ども

たちが、自分の意思や学校の紹介、行政機関からの紹介などで、安全で安

心できる自分の居場所を確保し、必要な場合にはより専門的な支援につな

げる事業を新たに創設する。 

 

○ 安心・安定して保護者がレスパイトを利用可能となる環境を整備するた

め、子育て短期支援事業（里親による子育て短期支援含む）について、専

用の居室や専用の人員配置を推進することにより、いつでも利用可能な受

入体制を構築可能にする。また、適切な子どもの成育環境を整備するため、

保護者が子どもと共に入所・利用する場合や子どもが自らの意思で入所・

利用を希望した場合に入所・利用できるようにする。また、この見直しに

伴い、子育て短期支援事業の入所・利用日数について、個々の状況等によ

り決めることを可能とする。 

 

○ 子育て短期支援事業については、地理的要因により利用が滞ることが無

いよう、送迎も含めた運用の改善を図る。 

 

③ 親子関係の構築に向けた支援 
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○ 親子関係に関する支援については、以下が必要である。 

 ・ 子どもを持った可能な限り早いタイミングで具体的な子育ての方法を

学ぶ機会があること 

 ・ 親子関係に課題があり保護者が育児に困難を感じたタイミングで、解

決が困難な状況に陥る前に、可能な限り早期に支援が提供されること 

 

○ このため、両親学級や育児学級を活用してポピュレーション・アプロー

チとして親子関係に関する内容を学ぶ機会を確保するとともに、親子関係

について悩みがあるなど親子関係の形成の支援が必要な場合に、講義やグ

ループワークなどにより親子関係の形成の仕方を個別具体的に知ることが

できるペアレントトレーニング等を提供する事業を設ける。 

 

 

（２）支援の必要性の高い子どもやその家庭への在宅での支援 

 

① 児童相談所のソーシャルワークと市区町村の対応について 

 

○ 児童相談所には、家庭や子どもの状況を的確に把握したうえで、 

・ 必要な在宅指導措置や、場合によっては一時保護や入所等措置を行う

こと 

・ 家庭・子どもの状況の維持・改善のため、市区町村の家庭・養育環境

を支える支援も含めた様々な支援をコーディネートすること 

 が求められるが、これらについてしっかりと見通しを持って対応すること

が必要である。 

 

○ このため、在宅指導措置や一時保護、入所等措置を始める際に、その後

の一時保護や入所等措置、在宅指導措置の解除や他の措置等への変更等に

関する見立てについて、児童相談所や市区町村等の支援関係者はもとより

保護者や子どもも参画する等して共通認識を持てるよう、個別ケース毎に

援助方針を作成することについて徹底を図る。この際、要対協なども活用

しつつ、市区町村等の支援関係者と協議して支援の見通し、いつ・誰がど

のような対応を行うかを具体的に取り決める支援計画を作成すること、そ

の内容に市区町村による家庭・養育環境を支える支援も組み込むこと、定

期的に見直すこと等を法令・児童相談所運営指針等に位置づけて対応を促

進する。 

 

○ この際、市区町村による家庭・養育環境を支える支援の強化を踏まえ、

児童相談所によるケースマネジメントの一環において市区町村による支援

が適当と考えるケースにおいて、児童相談所は市区町村に対して当該支援

の積極的実施の必要性を知らせ、市区町村はそれを受けて、当該児童等へ
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の支援が必要と認められる場合に前述の利用勧奨・措置により支援を提供

する。 

 

○ また、入所等措置や一時保護を解除する場合には、現行の児童相談所運

営指針も踏まえ、在宅指導措置を講ずる運用を徹底する。そして、この在

宅指導措置終了後は、市区町村で作成されるサポートプランに継承し、市

区町村において必要に応じて確実に支援が提供されるものとする。 

 

○ 援助方針等を作成する時点、措置や一時保護を行う時点、措置や一時保

護の解除の時点などにおいて、当事者である保護者や子どもの意見・意向

を把握することが重要である。 

 

② 在宅指導措置について 

 

○ 多くのケースで在宅での対応が必要となっている状況を踏まえ、 

・ 一時保護した後に在宅での対応となった場合 

 ・ 一時保護に至らなかった場合 

 ・ 入所等措置を行った際の家庭への対応が必要な場合 

 ・ 入所等措置を解除した場合 

などをはじめとして、ケースに応じて、児童相談所は在宅指導措置を積極

的に行う必要がある。 

 

○ 在宅指導措置について、その支援内容は多様な対応が必要となっている

ことから、児童家庭支援センター等の民間機関と協働し、より多くの必要

とされるケースに適切に在宅指導措置が提供されるようにする必要がある。

このため、委託を受けて在宅指導措置を行う民間機関を増やしていくとと

もに、民間機関に委託した場合の在宅指導措置の費用について、措置に必

要な手当が確実に成されるよう、都道府県等の支弁とそれに対する国によ

る負担について、法律上に位置付ける。 

 

③ 支援の必要性の高い子どもやその家庭への支援について 

 

ⅰ）子どもと保護者への支援 

 

○ 児童相談所により行われる保護者支援は、児童福祉司に加え、児童相談

所に配置されている心理職が専門的知識を活用して対応できるよう、体制

の確保や研修の実施を行う。また、この場合において、心理職の体制確保

について、児童相談所の体制確保を進めていく中で、計画的に取り組む。 

 

○ こうした中、親子関係の支援の必要性が高い場合、都道府県等が実施す



16 

 

る親子再統合支援事業（保護者支援プログラムなど）を適切に活用するこ

とができるよう、体制整備を図る。具体的には、親子再統合支援について

は都道府県等がその体制整備を進めることに努めなければならないものと

し、整備の促進が図られるよう、事業として制度に位置づける。 

 

○ 親子の「再統合」という用語は現行の児童福祉法においても用いられて

いるが、親子関係を再び元の形に整え子どもが家庭に戻ることを目的とす

るものとして受け止められ、現場においてもこれを行わなければならない

と考えることがあるとの意見があった。 

 

○ 親子の「再統合」は虐待や親子分離などにより傷ついた親子関係の修復

や再構築に取り組むものであるが、必ずしも家庭復帰を唯一の目標とする

ものではない。この点について、周知徹底を図る必要がある。 

その上で、親子再統合支援事業の提供においては、決して「家庭復帰」

が唯一の結論ではなく、また、この事業を保護者が利用したことのみを以

て子どもを保護者の元に返すといったこと等が無いよう、当該事業を利用

する前段階で保護者や子どもの状況のアセスメントを丁寧に行うとともに、

親子再統合支援事業によりどのように保護者や子どもの状況に変化があっ

たか等を適切に評価した上でその後の対応をとることが必要である。また、

親子再統合支援事業を行うに当たり、里親支援機関（フォスタリング機

関）、里親等、施設等、保護者が居住する市区町村との連携の中で実施す

ることが必要である。このような対応が徹底されるよう、親子再統合支援

事業に関するガイドラインを作成する。 

 

○ 児童相談所は、保護者支援、親子再統合支援事業の提供に加え、世帯の

状況を俯瞰して必要と考える場合には、市区町村による家庭・養育環境を

より良くする支援における訪問の生活支援の提供などの活用も考える必要

がある。 

 

○ また、児童相談所は、保護者への支援を確実に提供する一方で、子ども

の状態や置かれている環境、子どもの意見・意向を踏まえ、市区町村等の

関係機関とよく相談し、子どもに対しても必要な支援を確実に提供する必

要がある。例えば、以下の支援が想定される。 

 ・ 保育所や児童発達支援センターといった通所型の子育て支援 

 ・ 家や学校に居場所のない子どもの居場所 

 ・ 子育て短期支援事業 

 ・ 社会的養育経験者（※）の自立支援 

 ※ 里親や施設に措置・委託された経験のある者のみならず、在宅にいて

自立支援が必要な状況にある者を含む 
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○ 特に、子育て世帯や子どもが、適切な医療や発達障害児支援も含めた障

害児支援に届くことにより、子どもの健全な育ちとともに子育ての負担や

悩みの軽減につながる。このため、 

 ・ 市区町村の支援における通所型の支援（保育所や居場所支援など）や

レスパイト（子育て短期支援など）の提供に当たり、必要性に応じて医

療や障害児通所支援（医療的ケア児支援や発達障害児支援を含む）との

連携を図ることをより推進する 

・ 児童相談所について、児童発達支援センターや放課後等デイサービス

等の専門的な障害児通所支援の積極的な活用を考えること、また、保育

所を支援先とする場合や家での暮らしを支援する場合に児童発達支援セ

ンター等による保育所等訪問支援などの積極的な活用を促す 

・ 児童相談所において、医療が必要と考えられる子どもが医療を受ける

ことができない場合には、適切に在宅指導措置等を活用して、医療の受

診を促す 

などを行う。 

 

○ こうした中で、地域における障害のある子どもに対する中核的な療育支

援機関として児童発達支援センターの役割・機能を具体化していくととも

に、愛着形成の支援も含め、高い専門性が発揮できるよう、そのあり方を

見直す。特に、多機関にまたがる支援の調整が必要となることが多い医療

的ケア児については、各都道府県の医療的ケア児支援センターと連携し、

必要な支援が総合的に提供されるように配慮する。 

 

ⅱ）支援を必要とする妊婦への支援 

 

○ 支援を必要とする妊婦に対する支援は、制度に位置づけのない補助事業

（産前・産後母子支援事業）による他、各地の NPO 法人などが率先して独

自に対応している状況である。妊婦への支援の充実と０歳・０か月・０日

の子どもの痛ましい事案を減らす観点から、支援を必要としている妊婦

（特定妊婦等）について、以下のア～エを包括的に行う支援事業を制度に

位置づける。 

ア 相談・把握 

イ 妊婦に対して、訪問、通所又は入所により、妊娠や今後の生活につい

て寄り添い、心理面のケアを含めた包括的な支援を提供する 

ウ 医療機関との連携により出産を支援する 

エ 出産後の子どもの養育環境整備と産婦の生活の支援のため関係機関へ

つなぐ（自ら育てる場合、自ら育てることが出来ない場合のそれぞれの

対応） 

 

○ この場合、エの産後の支援については、市区町村の家庭・養育環境を支
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える支援や、母子生活支援施設や乳児院などの利用の他、児童相談所や里

親支援機関（フォスタリング機関）等を活用し、特別養子縁組や里親委託、

施設入所措置等により子どもの養育環境を整える必要がある。加えて、産

婦に対しての支援としては、女性保護の支援メニューの提供や若年者の場

合にあっては就学・就労支援等につながるよう対応していく必要がある。 

 

○ また、流産や死産等で子どもを亡くした家族へのグリーフケアについて

は、令和３年度中に、全国の自治体や、医療機関における支援の実態や、

子どもを亡くした家族のニーズ等の把握のための調査を行い、支援体制の

強化に向けて取り組む必要がある。 

 

 

④ 特別養子縁組・養子縁組推進のための環境整備 

 

○ 代替養育による長期間の対応ではなく事案の「永続的な解決」（パーマ

ネンシーの保障）が求められる。親子再統合支援事業や家庭環境・養育環

境の支援など、各種支援を行う中で、効果が芳しくない中でアセスメント

が適切に成されず、結果として、里親等への委託や施設への入所措置が長

期間成されるといったことは適当ではない。 

 

○ このため、例えば親子再統合支援事業を行うに当たり、当該事業を利用

する前段階で保護者や子どもの状況のアセスメントを丁寧に行うとともに、

それによる保護者や子どもの変化を適切に評価した上で、再統合が困難と

考えられる場合において、児童相談所は特別養子縁組・養子縁組による

「永続的な解決」へと移行していくことも早期に今後の対応の選択肢に含

めて考える運用としていくべきである。 

 

○ また、特別養子縁組・養子縁組がより一層推進されるよう、縁組成立前

の十分な養育に関するアセスメント及びマッチングに加え、親子の関係性

構築を支援し、縁組成立後の特別養子縁組・養子縁組家庭の支援を強化し

ていく必要がある。 

 

○ このため、児童相談所、民間の養子縁組あっせん機関、里親支援機関

（フォスタリング機関）等が相互に連携のうえ、縁組成立に至る前段階か

ら特別養子縁組・養子縁組家庭の家庭環境、養育環境を適切に把握し、必

要に応じて支援につなぐための体制整備を推進していく必要があり、児童

相談所及び民間機関同士のネットワーク形成を推進していくとともに、民

間機関による安定した取組を促すよう支援を行う必要がある。 

 

（３）社会的養護・代替養育 
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① 家庭養育優先原則の推進 

 

○ 里親支援機関（フォスタリング機関）は、里親の家庭・養育環境をより

良くする機能と里親に委託された子どもの成育をより良いものとする機能

の２つを併せ持ち、家庭養育優先原則を推進することによる地域の子ども

の養育環境の向上にも資する。また、里親支援機関（フォスタリング機関）

は里親に寄り添い里親の立場に立って支援を行う機関であることが求めら

れる。 

 

○ こうした中で、里親等支援をより効果的に行い、里親・ファミリーホー

ム養育者や里親委託がされた子どもが相談しやすい環境を整えるため、一

貫した体制で継続的に里親等支援を提供するようにすべきである。このた

め、里親支援機関（フォスタリング機関）を児童福祉施設として位置づけ

る。これに伴い、里親支援機関（フォスタリング機関）の第三者評価が確

実に成されることとする。 

 

○ また、施設により実現しているチーム養育と、里親と里親支援機関（フ

ォスタリング機関）により実現されるチーム養育については、どちらもそ

れぞれの「養育に関する最低基準」を満たし、その水準を維持し、それを

さらに向上させる役割がある点などを踏まえ、里親支援機関（フォスタリ

ング機関）の要する費用について、委託に必要な手当が確実に成されるよ

う、都道府県等の支弁とそれに対する国による負担について法律上に位置

付ける。 

 

○ 加えて、里親支援機関（フォスタリング機関）が、里親の募集・確保に

向けた取り組みやその周知なども含め、都道府県や市町村、児童相談所等

の関係機関と連携して里親支援を確実に行うことができるようにしていく

必要がある。 

 

○ 上記のように、里親支援の充実を図る一方で、里親同士が共に支え合う

ピアサポートについても今後推進していく必要があるとの意見があった。 

 

○ ファミリーホームについては、ケアニーズの高い困難な事例を扱うケー

スが多いことから、そのケースに適切に対応可能な体制を構築することが

できるよう、支援に携わる者の充実を可能としていく。また、養育を行う

子どもに要する費用について、子どもの数はその地域の状況や周囲の養育

資源の状況に応じて変化が多くなること等を勘案し、一定程度の変化に臨

機応変に対応できるように見直す。 

 

○ 施設の機能と果たす役割、それを支える措置費のあり方の議論も踏まえ
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つつ、ニーズに応じた養育が可能となるよう、里親の種別、里親要件、柔

軟な里親制度の運用やファミリーホームと里親の定員など里親、ファミリ

ーホームのあり方について、施設の小規模化の今後も含めて、速やかに検

討を開始し、十分な議論を経て得られたより良いものについて早期に実現

を図ることとする。 

 

② 施設の多機能化・高機能化 

 

○ 施設は地域の社会的養護の中核拠点として活動していくことが期待され

る。そうした観点から、多くの機能を果たし、多くの支援の資源を地域に

提供することができるよう、 

 ・ 市区町村により展開される、家庭・養育環境を支援する事業 

 ・ 社会的養育を推進する事業（親子再統合支援、支援を必要とする妊産

婦支援等） 

 を施設が請け負うことが可能となるように、人員配置の弾力的運用等を図

ることとする必要がある。 

 

○ また、対応が困難な子どもに適切に対応できるよう、そのために必要な

専門職の確保等に基準を設定した上での適正な評価を行う。 

 

○ こうした中で、施設の職員がモチベーションを高く持って従事すること

ができるよう、多機能化・高機能化に合わせたスキルアップが図ることが

できる機会を確保していくことが必要であるとの意見があった。 

 

○ 一方で、児童福祉施設（※）と自立援助ホームについて、それぞれの機

能と果たす役割、これに伴う人員配置基準等の在り方、そしてそれらを支

える措置費の在り方について、ケアニーズに応じた支援が適切に成される

よう、調査研究を行うなど速やかに検討を開始し、十分な議論を経て得ら

れたより良いものについて早期に実現を図ることとする。 

 ※ 例えば、乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施

設、児童自立支援施設など 

  

③ 資源の計画的な整備 

 

○ 社会的養育推進計画について、資源の計画的な整備方針のための計画と

し、整備状況の一層の「見える化」を図る。これに伴い、里親数、施設数

に加え、児童家庭支援センターや里親支援機関（フォスタリング機関）、

自立支援の役割を担う機関、アドボカシーや権利擁護の体制などについて

も整備計画の作成を行う。 
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○ また、この計画で整備された資源が子どもや保護者のニーズに適切に応

えられていることが重要であり、整備された資源による効果や課題につい

て、適切な指標を設けて都道府県等に対して実態把握・分析を促していく

とともに、「見える化」を図ることにより国は確認していくことが必要で

ある。 

 

○ このため、社会的養育推進計画の内容、効果や課題とその適切な指標の

設定について、今後、速やかに検討を開始し、可能なものから実現を図る

こととする。また、都道府県等において今回の制度見直しによる新たな仕

組みが施行される時点からの社会的養育推進計画の策定に当たり、必要な

準備期間を確保する必要がある。 

 

 

（４）一時保護 

 

① 一時保護時の司法審査 

 

○ 一時保護は一時的とはいえ、子どもを親から引き離すものであり、行動

の自由など子どもの権利が制限されることや、親権の行使等に対する制限

でもある。児童の権利に関する条約第９条（※）が、父母の意に反して子

どもをその父母から分離する場合には「司法の審査に従うことを条件とし

て適用のある法律及び手続に従」うことを求めているほか、国連児童の権

利委員会の日本政府に対する総括所見でも「義務的司法審査を導入するこ

と」が要請されているなど、より一層の判断の適正性の確保や手続の透明

性の確保が必要である。 

 

※ 児童の権利に関する条約（1990 年署名、1994 年発行）（抄） 

 第９条 

１ 締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から分離されない

ことを確保する。ただし、権限のある当局が司法の審査に従うことを条

件として適用のある法律及び手続に従いその分離が児童の最善の利益の

ために必要であると決定する場合は、この限りでない。このような決定

は、父母が児童を虐待し若しくは放置する場合又は父母が別居しており

児童の居住地を決定しなければならない場合のような特定の場合におい

て必要となることがある。 

２ すべての関係当事者は、1の規定に基づくいかなる手続においても、そ

の手続に参加しかつ自己の意見を述べる機会を有する。 

３～４ （略）  

 

○ このため、独立性・中立性・公平性を有する司法機関が一時保護の開始



22 

 

の判断について審査する新たな制度を導入する。 

 

○ 裁判官が一時保護の適否について適切かつ迅速に合理的な審査を行うた

めに、一時保護の要件を法令上明確化する。ただし、一時保護の要件の明

確化にあたっては、子どもの最善の利益を守るための躊躇なき一時保護の

運用を損なわない観点にも十分留意する。この結果、児童相談所等は、一

時保護の要件に該当し、必要があると認めるときは、一時保護を行うこと

ができる。 

 

○ 一時保護時の司法審査について、具体的には、都道府県知事又は児童相

談所長は一時保護を行う場合、事前又は保護開始日から起算して７日以内

に裁判官に対して一時保護状（仮称）を書面で請求し（※）、裁判官は、

一時保護開始時点での一時保護の適正性について、一時保護開始時点に生

じていた事情に関し児童相談所等が請求時点までに収集した資料を斟酌し

て、判断する。なお、事前・事後については、一時保護の実情に照らすと

事後の請求が多数を占めると予想され、制度上事前を原則とするものでは

ない。 

  裁判官は、子どもに対する虐待のおそれがあるとき等の一時保護の要件

に該当すると認める場合は、明らかに一時保護を行う必要がないと認める

ときを除いて、一時保護状（仮称）を発付する。 

児童相談所等は、一時保護状（仮称）を得た場合は一時保護を引き続き

実施することが可能であり、却下された場合は一時保護を速やかに解除す

ることとなる。 

※ 一時保護の開始の司法審査を導入するに当たり、裁判官の判断なき一

時保護の期間は可能な限り短くする必要があり、一時保護状（仮称）の

発付は迅速に行われる必要があるため、書面で請求。 

 

○ 一時保護を行う場合には、Ⅲ（１）①で述べるように、児童相談所等は

一時保護の決定前又は緊急に一時保護を行った場合等には事後に子どもの

意見の聴取等を行い、その意見・意向を把握・勘案しなければならない旨

を法令や通知等に規定する。その際、都道府県等は、一時保護に関する子

どもの意見・意向の形成・表明を支援するための体制整備にも併せて努め

るものとする。その上で、把握した子どもの意見を後述の疎明資料に可能

な限り記載するものとする。 

 

○ 司法審査の対象となる一時保護について、親権者等が一時保護に同意し

た場合や、一時保護状（仮称）の請求までに一時保護を解除した場合等は

除く。また、本来司法審査の対象とすべき事案についてそれが確実に実施

されるよう適切な運用にすべきである。 
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○ この点について、親権者等が一時保護に同意した場合であっても、子ど

もが一時保護されることに反対の意見を表明している場合は、司法審査の

対象とすべきとの意見があった。 

 

○ 児童相談所等の一時保護状（仮称）の請求に際しては、全国共通の様式

とするとともに、疎明資料は、裁判官による審査に足りるものであること

を前提に、躊躇なき一時保護の運用や迅速性の要請が損なわれないように

するために相当程度簡素なものでも可能とすべきである。 

  疎明資料において、児童相談所等は、一時保護に対する子どもの意見・

意向及び親権者等の意見を可能な限り盛り込むものとする。子どもの意見

や親権者等の意見が疎明資料によって十分に裁判官に伝わるよう、具体的

な運用方法については、後述する施行に向けた作業チームにおいて検討す

る。 

 

○  一時保護に対する裁判官の審査は、子どもを保護等するために緊急の対

応が必要となる一時保護の特殊性や迅速性の要請等を踏まえ、上記のよう

にして提出された疎明資料に基づき、必要かつ合理的な範囲において行わ

れるべきことを旨として制度設計されるべきである。 

 

○ 一時保護状（仮称）の請求について却下となり、一時保護を解除した場

合には、事案によっては、子どもの生命及び心身に重大な危害が生じるお

それがある。このため、そのような事例に限り、当該却下の裁判に対する

児童相談所からの不服申立手続を設けるべきである。 

  具体的には、児童相談所長等は、一時保護を解除したときに子どもの生

命及び心身に重大な危害が生じると見込まれるときは、３日以内に所定の

裁判所に、その裁判の取消しを請求することができることとし、裁判所の

判断が確定するまでの間は、引き続き、児童相談所等は一時保護を実施す

ることができる。 

 

○ 一方、一時保護状（仮称）の請求を認める裁判についての子どもや親権

者等からの不服申立手続は設けないこととするが、これは一時保護に対す

る既存の子どもや親権者等からの不服申立て手段である行政不服審査や行

政訴訟は引き続き提起可能であることを踏まえたものである。 

 

○ この点について、子どもや親権者等からの不服申立手続を認めるととも

に、子どもの申立てを支援する仕組みが必要との意見があった。 

 

○ 面会通信制限等については、実態として、児童相談所等において、措置

ではなく、行政指導により対応している実態にあり、まずは、行政指導で

はなく、司法審査の対象となり得る行政措置が現場において適切に実施さ
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れるように通知等で促していく必要がある。 

 

○ また、一時保護の際など、児童相談所等が必要となる関係機関へ調査す

る権限を児童福祉法上明確化する。 

 

○ 一時保護時の司法審査の導入に伴い、今後とも児童相談所等において法

務に従事する人材を含め、体制の強化が必要であるとともに、施行までの

十分な準備期間を確保する必要がある。 

 

○ 今回の一時保護時の司法審査の導入に当たっては、その施行までに、そ

の運用や実務の詳細について、今後具体的な構成の精査は必要であるが、

法律実務に携わる者など、実務者も構成員に含む作業チームを立ち上げて

厚生労働省は検討すべきである。 

 

② 一時保護の環境改善 

 

○ 一時保護の地域分散化については引き続き促進する。里親、乳児院等へ

の委託を適切に進める。また、一時保護の期間を可能な限り短くする必要

があり、とりわけ乳幼児の長期分離は防ぐべきである。また、一時保護所

における子どもの処遇について、改善を図っていくべきである。 

 

○ 例えば、一時保護中の子どもについて、学校等への通学等が可能となる

環境の確保が望ましく、通学等が子どもの利益に反し、子どもが望まない

場合等には、学習指導協力員の確保など学習支援の環境を整えることが必

要である。また、放課後等デイサービス等の障害児通所支援の利用につい

て、施設入所等措置を受けた子どもと同様に、一時保護中であっても利用

可能であることを明らかにする必要がある。 

 

○ これらに加え、一時保護中に健康診査が受けられないことが無いように

する必要があるとの意見があった。 

 

○ 現在、一時保護所には独自の設備・運営基準が存在せず、児童養護施設

の基準を準用しているが一時保護は子どもにとって不安の強い状況であり、

より手厚い対応が必要となることから、一時保護所について、一時保護ガ

イドラインを踏まえつつ、新たに独自の設備･運営基準を策定する。当該

基準には、開放的な子どもの処遇や個別的なケアを推進することを含め、

人員配置基準や必要な設備など、一時保護所の質を担保するための事項を

定めるものとし、具体的には、目標期限を決めて、調査研究を実施するな

ど速やかに検討を開始する。 
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○ また、都市部等における慢性的な定員超過状態の解消は喫緊の課題であ

り、平均入所率が 100%を超えている一時保護所がある自治体においては、

定員超過解消のための計画を策定し、当該計画に沿って施設整備等を進め

るものとする。国は計画を策定した自治体に対して支援の強化を図る。  

その結果、定員超過状態を解消し、一時保護所の環境改善を目指す。 

なお、この定員超過解消のための計画については、里親等への一時保護

委託や地域分散化の推進等を加味したものとする必要がある。 

 

○ 一時保護については、一時保護ガイドラインに則した対応を取るべきで

あり、国はこのために必要な支援を行う必要がある。 

 

○ さらに、一時保護所におけるケアの質を外部の視点でチェックし、必要

な改善につなげるため、一時保護所が第三者評価を受けることとする。第

三者評価に際してはその評価の質の均てん化、評価者の専門性の確保、評

価後の一時保護所の環境改善の実効性に留意するものとする。 
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Ⅴ．子どもを中心として考える社会的養育の質の向上 

 

 児童の権利に関する条約が批准されてから四半世紀以上が経過する中で、

子どもの最善の利益を図るため、子どもを中心として支援のあり方を見直す

必要がある。 

 こうした中で、特に児童相談所等が行政処分を行う場合において子どもの

意見・意向を把握してそれを勘案して対応するなど、権利擁護が図られる環

境が整備され、子どもにとって最善の利益となる対応が成されるよう、制度

の見直しを行う必要がある。 

 

 

（１）権利擁護 

 

① 子どもの意見・意向表明 

 

○ 全ての子どもについて、特に養育環境を左右する重大な決定に際し、子

どもの意見・意向を聴き、子どもが参画する中で、子どもの最善の利益を

考えて意思決定が成されることが必要である。 

 

○ このため、都道府県等又は児童相談所が 

・ 一時保護を行う場合 

・ 施設の入所措置（指定発達支援医療機関への委託措置含む）、在宅指

導措置、里親等への委託を行う場合 

・ 施設の入所措置、里親等への委託の期間更新、停止、解除、他の措置

への変更を行う場合 

・ 児童自立生活援助事業の実施や母子生活支援施設の入所の場合 

 には、子どもの最善の利益を考慮しつつ、子どもの年齢等に応じて、その

決定が成される前に（緊急に一時保護を行った場合等は事後に）、子ども

の意見・意向を聴取すること等により、その意見・意向を把握してそれを

勘案しなければならない旨、法令や通知等に規定する。 

 

○ また、児童福祉施設においては、特に自立支援計画等を策定する際に子

どもの意見・意向を聴く機会を確保する（会議に子どもが参画する等）よ

う、法令や通知等に規定する。 

 

○ 子どもは一人では意見・意向を形成し表明することに困難を抱えること

も多いと考えられることから、意見・意向表明支援（アドボケイト）（※）

が行われる体制の整備を都道府県等の努力義務にする。また、子どもの意

見・意向表明を支援する活動を都道府県等による事業とし、都道府県等は

意見・意向表明支援を行うことができるものとする。 
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 ※ 児童に関する権利条約の日本語訳では、「意見」の表明とされており、

「意見表明支援」とすべきとの意見があった。 

 

○ この際、意見・意向表明支援については、都道府県等は一定の独立性を

担保する必要がある。その中で、外部に委託することを基本とすべきとの

意見があった。 

 

○ そして、意見・意向表明支援の役割を担う者は、研修などでその資質を

担保する仕組みが必要である。都道府県等において一定の水準が確保され

るよう、国において研修プログラムの例を作成して提供するなど必要な支

援を講じる必要がある。 

 

○ 子どもが意見・意向の表明や子どもの権利擁護について知ることができ

るよう、都道府県等や児童相談所、施設等や里親等が機会を捉えて伝えて

いくことが必要である。 

 

② 政策決定プロセスにおける当事者の参画 

 

○ 都道府県等が子ども家庭福祉に関する制度・政策の検討・決定過程には、

その会議に子どもや社会的養護を経験した者の参画を図るなどにより、子

どもや社会的養護を経験した者の視点や意見・意向が反映されるよう国か

ら働きかける必要がある。 

 

③ 権利擁護機関 

 

○ 子どもの意見・意向を処遇等に適切に反映させていくためには、都道府

県等において、意見・意向を受け止め、必要に応じて児童相談所等と調整

を図り、対応の改善を促す機能を有する第三者機関（権利擁護機関）の整

備も求められる。 

 

○ 児童福祉の分野における権利擁護は喫緊の課題であり、都道府県等は、

児童福祉審議会（自治体が独自に設置する権利擁護機関が行うものも含む）

による調査審議や意見の具申が適切に行われるための仕組みの整備や意

見・意向表明を支援する事業その他の方法により、子どもの権利擁護の環

境整備を行うこととする。 

 

○ さらに、「子どもの権利擁護に関するワーキングチームとりまとめ」

（令和３年５月）において、 

・ 子どもの権利や利益が守られているか、行政から独立した立場で監視

すること 
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・ 子どもの代弁者として子どもの権利擁護の促進のための必要な法制度

の改善の提案や勧告を行うこと 

など、国や自治体のシステム全体に働きかける機能が必要であると明記さ

れた。省庁横断的に、国レベルの権利擁護機関(子どもコミッショナー）

について、検討を進める必要がある。 

 

④ 評価 

 

○ 児童相談所や一時保護所、施設等の運営等について点検・評価を行い、

その結果を踏まえて改善を図るサイクルを定着させるため、都道府県等や

国において中立的・専門的に評価を行う体制や組織の検討が必要である。 

 

⑤ 記録の保存 

 

○ 児童相談所運営指針において、児童記録票の保存期間は、例えば、法第

27 条第１項第３号の措置・委託をとった子どもの児童記録票は、「その子

どもが満25歳になるまでの間」としている。このため、児童相談所や施設

で自らが受けた対応について成長してから知りたいと思ったとしても、既

に記録が存在していないということがある。 

 

○ 子どもの出自を知る権利に配慮する観点も踏まえ、児童相談所や施設、

里親等で自らが受けた対応等について知りたいと思った時に確認すること

ができるよう、児童相談所運営指針における「長期保存とする文書」の範

囲を見直すことが必要であり、このため、自治体の状況等について丁寧に

把握・議論する必要があるため、調査研究など出来るものから着手する必

要がある。 

 

○ この際、以下について留意が必要である。 

・ 記録は保存しつつも見ることができる者は制限する等のプライバシー

や個人情報の配慮 

・ 開示請求をしても大半が見ることが出来ない、開示され得ることを想

定した記録となっていないといった課題があること 

・ 現場の記録保存の方法の状況を踏まえた対応 

 

⑥ 被措置児童等虐待への対応 

 

○ 被措置児童等虐待はあってはならないことであるが、虐待を受けた子ど

もが虐待対応機関・担当部署に自ら届け出ることが困難であることを考え

ると、権利ノートや第三者外部委員などの様々な取組みや工夫を好事例と

して展開するとともに、意見・意向表明支援について、意見・意向表明支
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援員が一時保護所や施設、里親を訪問するなどし、子どもの処遇改善や置

かれている状況について把握する手段として活用していく必要がある。 

 

○ 里親やファミリーホーム養育者における被措置児童等虐待への対応につ

いては、里親の欠格事由も踏まえ、里親やファミリーホーム養育者が虐待

に関する知識を持つようにしていくことに加え、里親支援機関（フォスタ

リング機関）等と連携して早期発見や虐待に陥らない養育を行うようにし

ていく必要がある。 

 

○ また、被措置児童等虐待については、通告・届出として対応したものに

ついて児童福祉審議会に諮り、児童福祉審議会が調査審議を行うこととな

っている。被措置児童等虐待と思われる事案を把握した場合には、こうし

た対応が適切に行われるよう、ガイドライン等の見直しを行う。 

 

（２）社会的養育経験者の自立支援 

 

① 都道府県等による自立支援の提供 

 

○ 入所等措置がされた全ての児童は自立支援計画が作成されることとなっ

ている。その上で、都道府県等は、自立支援が必要と判断される児童及び

18 歳以上の者（以下「児童等」という。）について、自立支援（入所等措

置での自立支援の提供、児童自立生活援助事業の提供、通いや訪問による

自立支援の提供）が確実に提供される環境の整備に努めることを制度に位

置づける。 

  

○ また、都道府県等が自立支援の必要性の判断や支援内容を決めるに当た

っては、都道府県等は児童相談所、市区町村、自立支援に必要な関係機関

（医療機関、福祉支援機関、就労支援機関、学校・教育委員会、住居支援、

司法関係者など）と連携する場を設ける等して対応を図ることが重要であ

る。こうした取組みにより、自立支援を受ける児童等に対して、利用可能

な福祉サービスやその他の支援がより確実に提供されるようにする必要が

ある。この際、児童等本人の意見・意向を踏まえて最善の利益を図られる

よう、児童等本人から意見・意向を聴くなどが重要である。 

 なお、自立支援の必要性の判断や支援内容を決める都道府県等は、施設

への措置や里親等への委託の判断を行った都道府県等を原則とする。 

 

② 施設等に入所している児童等への自立支援 

 

○ 児童養護施設等に入所している児童等や児童自立生活援助事業による自

立援助ホームに入所している児童等、里親等の委託を受けている児童等は、
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自立支援をそれぞれの施設やホーム、里親等で受けている。 

 

○ これについて、20 歳や 22 歳といった年齢ではなく、児童等の置かれて

いる状況や児童等の意見・意向、関係機関との調整も踏まえた上で都道府

県等が必要と判断する時点（例えば、他の福祉制度へのつなぎができる等）

まで自立支援が提供されることとする。 

  具体的には、20 歳まで自立援助ホームに入所していた児童等や、児童養

護施設等に入所していた児童等又は里親等の委託を受けていた児童等は、

20 歳以降は、児童自立生活援助事業を活用し、それまで入所していた児童

養護施設等や自立援助ホーム、委託を受けていた里親等により都道府県等

が必要と判断する時点まで自立支援を受けることを可能とする。その際、

都道府県等が必要と判断する時点については、国として一定の考え方を示

すこととする。 

 

○ また、こうした20歳以降の児童養護施設等に入所している児童等又は児

童自立生活援助事業による自立援助ホームに入所している児童等、里親等

の委託を受けている児童等が児童自立生活援助事業を活用する際の費用に

ついては、都道府県等の支弁とそれに対する国による負担について法律上

に位置付ける。 

 

○ この場合において、児童養護施設等や自立援助ホームの退所や里親等の

委託の解除の後に課題となることが想定される事項については、可能な限

り在所中又は委託中から、児童相談所、児童養護施設等や自立援助ホーム、

里親等の様々な関係者が解決を支援することが必要との意見があった。 

 

○ また、都道府県等が必要と判断する時点を迎え、児童養護施設等や自立

援助ホームを退所したり、委託を受けていた里親等での養育を終えた後に

ついては、下記③の通いや訪問により自立支援を提供する拠点を活用する

ことが望ましい。そうした上で、自立が困難な状況になった場合について

は、児童福祉法とその他支援制度の支援対象や役割の違いに留意しつつ、

様々な手法による対応を考える必要があるとの意見があった。 

 

③ 在宅にいる児童等への自立支援 

 

○ 児童養護施設等に入所している児童等や自立援助ホームに入所している

児童等、里親等の委託を受けている児童等の他に、以下のような状況にあ

る児童等に自立支援を提供するようにする。 

 ① 児童養護施設等や自立援助ホームに入所している、又は、里親等に委

託されているが、当該施設やホーム、里親等からの自立支援以外に自立

支援が必要な場合 
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 ② 児童養護施設等への入所、自立援助ホームの利用、里親等への委託が

終了したが自立支援を必要とする場合 

 ③ 一時保護されたが入所等措置や自立生活援助を受けずに家庭復帰又は

家庭以外で暮らしており自立支援を必要とする場合 

 ④ 一時保護されずに在宅指導措置をされた、又は、児童相談所が関与し

たものの一時保護も在宅指導措置もされなかったが、自立支援を必要と

する場合 

 

○ 具体的には、通いや訪問により自立支援を提供する拠点を事業として制

度に位置づける。この拠点は、児童等が集まることができる場を提供し、

児童等に寄り添った相談支援を行い、児童等が必要とする場合において、

住居の確保支援、就学・就労支援、就学・就労の継続支援、医療や福祉制

度、司法の利用支援の調整などを行うとともに、児童等の状況を確認し、

必要な場合には訪問し、児童等の自立を支援する。 

 

○ この拠点の利用に当たっては、児童自立生活援助事業と同様に、 

 ・ 市区町村や福祉事務所、児童相談所が都道府県等に報告し、都道府県

等は、必要がある場合において、児童等からの申込みがあった時は支援

を提供する、 

 ・ 都道府県等が必要と判断した場合に、利用勧奨を行う、 

ものとする。 

 

○ この場合、児童等の都道府県等の圏域を超えた移動に当たっての取扱い

は、この拠点と当該拠点設置都道府県と移動先の都道府県等での対応を中

心に行う運用とする。 

 

○ また、社会的養育やその後の自立支援の充実を図るため、社会的養護を

経験した者の実態については、国や都道府県等は引き続き調査を行い、把

握に努める必要がある。  
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（注）P32～P37 の資格の記述は、改めて次回の専門委員会で議論 

 

Ⅵ．Ⅲ～Ⅴを実現するための基盤整備 

 

（１）人材育成 

○ 子ども家庭福祉分野で支援に携わる者の資質の向上を図るため、ソーシ

ャルワークの共通基盤を担保した上で、子ども家庭福祉分野の専門性を身

につけた人材を養成するとともに、子どもをとりまく家庭の複雑な課題

（例えば、生活困窮のケースや親が精神疾患のケース）に対応できるよう、

子ども家庭福祉分野の新たな資格について、下記の制度設計の案（以下

「制度設計案」という。）をもとに議論を行った。 

・ 新たな資格（子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称））を創設す

ること 

・ 子ども家庭福祉分野に関する上乗せの教育課程・研修課程を修めた社

会福祉士・精神保健福祉士が認定される仕組みとすること 

  ※ 教育課程は 500 時間程度とし、座学と演習・実習で構成され、その

カリキュラムの認定や期末試験等で質を担保すること 

  ※ 研修課程は 100 時間程度とし、現場で働く方が業務と両立できるよ

う、オンライン授業やレポート審査などその内容を工夫すること 

  ※ 既存の社会福祉士・精神保健福祉士の有資格者は、相談援助の実務

経験を２年以上有すること 

 ・ 当分の間は、子ども家庭福祉分野の相談援助の実務経験が４年以上あ

る者は社会福祉士・精神保健福祉士資格を取得しなくとも新たな資格を

取得できること 

・ 厚生労働大臣が定める基準を満たす民間の認定機構（仮称）が、個々

の養成校が実施する教育課程や、職能団体等が実施する研修課程を認定

する仕組みとすること 

  ※ 認定機構（仮称）については、客観性を担保する観点から、養成校

団体及び職能団体から独立した団体とすること 

・ 教育課程・研修課程を修了した者は、認定機構（仮称）から子ども家

庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）として認定されること 

・ 子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）という新たな資格は、児

童福祉司の任用要件を満たすものとして児童福祉法上位置付け、その教

育課程等については、同法に基づくものとして厚生労働大臣が定めるこ

と 

  ※ 市町村等の相談機関等における任用要件にも追加 

・ 新たな資格を有する方の現場への任用が進むよう、児童相談所のスー

パーバイザーの要件を概ね５年から概ね３年に短縮し、なりやすい仕組

みを構築するなど、施設等を含め、インセンティブを設定すること 
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・ なお、職能団体の検討する専門的な研修課程を受講した者を一種の上

級資格として認定し、例えば児童相談所のスーパーバイザーとして任用

することが望ましい等の考え方を児童相談所運営指針等に位置付けて任

用を促すことも考えられること 

 

○ この制度設計案に対しては、下記のように支持する意見があった。 

 ・ 子ども家庭福祉について十分な教育課程や研修課程の時間数を確保し

ており、社会福祉士、精神保健福祉士というソーシャルワークの国家資

格で質を担保するため、子ども家庭福祉に関する専門性を確保できるこ

と 

 ・ 自治体の現場の立場からは、子ども分野に限らず、高齢、障害、女性

も含めた幅広いソーシャルワークの力を持つ人材を求めており、子ども

分野に特化した人材よりも総合力をもつ人材を養成する必要がある。そ

のような観点から就職する学生の視点でも社会福祉士や精神保健福祉士

の資格ももつことは有利となる。このため、上乗せ型が適当 

 ・ 研修課程について、児童福祉司の２年目・３年目の研修として位置づ

けていけば現実的に対応が可能 

 ・ 「人々の権利を擁護し生活を支援する」というソーシャルワークの理

念から、既存資格についても早期の統合・一本化を目指すべきで、資格

を別とせず、上乗せの認定資格が妥当なこと 

 ・ 支援を必要とする子どもが多い現状において、現場で働く当該支援に

対応するマンパワーの速やかな確保が必要という状況を踏まえると、ま

ずは時間を要さない認定資格から導入するべき 

 ・ 子ども家庭福祉の知識・能力を含め、社会福祉士の対象とする分野は

高齢者以外に広がっている。そういった見直しを不断に行い、専門性を

高めることがまずあるべき。その上で、上乗せ型の仕組みは既存の資源

を活用する点で時間を要せず、現実的であること 

 ・ 子ども家庭福祉の人材は、ソーシャルワークを実践的に体現できる人

材であるべきで、その評価は試験ではなく、演習・実習を含めたカリキ

ュラムを中立の認定機構（仮称）が厳格な認定を行うことにより担保す

るべきであること 

 

○ 一方、制度設計案に対しては、下記のように反対する意見があった。 

 ・ 制度設計案だと「専門性を客観的に評価し担保できる仕組み」には当

たらない。国家試験により質を客観的に評価されるようにすべきであり、

国家資格として既存の社会福祉士・精神保健福祉士とは独立の資格とす

べきであること 

 ・ 制度設計案の教育課程は、社会福祉士や精神保健福祉士と共通の科目

を除けば、座学 180 時間程度、演習 30時間程度、実習 180 時間程度であ
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り、精神保健福祉士の座学 300 時間程度と比べ少ない。少なくとも精神

保健福祉士分野と同等以上の時間数を確保すべきである。ソーシャルワ

ークの基盤は、養成課程共通の科目で担保することが可能。また、精神

保健よりも子ども家庭福祉の分野が広く、その上乗せ型は不適当である

こと 

 ・ 制度設計案は、現任者について経過措置を設けているものの、保育士、

保健師、心理士、弁護士等の他職種の方々、または保育士養成課程や公

認心理師等の養成課程の学生等が資格取得を目指す場合には、社会福祉

士・精神保健福祉士資格を取得することを前提とするため、迂遠である

こと 

 ・ 民間の認定機構（仮称）による認定資格では、社会的信頼度が低くな

る。また、法律上任用要件に位置づけられるか疑問であること 

 ・ 新たな資格の児童相談所のスーパーバイザーの要件の短縮は、専門性

強化に逆行するものであること。一方、要件の短縮は、他のソーシャル

ワークの現場での経験があるなど、子ども家庭福祉の実践的な能力があ

れば認めることも考えられること 

 ・ 国家資格とすべきだが、国家資格にならないにしても、最低限、質を

担保する観点から試験を実施すべきであること 

  

○ さらに、下記のような意見があった。 

 ・ 新たな資格の骨格を問わず、子どもたちに早く専門的な相談・援助が

なされるよう、今の現場の職員が専門性を磨けるルートが必要であり、

資格とともに人事の在り方や処遇など、資質や専門性の向上策を考える

べき 

 ・ 新たな資格を取得するインセンティブを設けて、多くの方に取得いた

だくために、選んでもらえる制度が必要 

 ・ 教育課程等のカリキュラムについては精査すべき 

 ・ 人材確保が厳しい中、新たな資格については、任用要件の１つとして

整理し、現場においても人材育成を行い、キャリア形成すべき 

 ・ 現行制度における児童福祉司の任用要件の「社会福祉士」等に実務経

験を課すべき 

 ・ 子ども家庭福祉の資格は、社会福祉士や精神保健福祉士の資格取得後

に働きながらカリキュラムを受講し、取得することも可能とすべき 

 ・ 現任者ルートについて、保育士など幅広い人材も対象とすべき 

 

○ このように制度設計案に対しては、多岐に渡る意見があったところであ

る。しかしながら、子どもの尊い命や暮らし、またその権利を、早急に、

１人でも多く守るため、児童福祉行政の現場に十分な専門性を身につけた

ソーシャルワーク能力のある人材を輩出し、複雑で複合的なそれぞれの家
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庭の状況に対応する人材の資質向上を図るべきことは、論を俟たない。 

 

○ このような観点からは、体系的な人材育成カリキュラムとともに、客観

的に評価されて一定の能力や質を担保する資格制度が必要となる。また、

児童福祉行政の現場への早期の効果の波及ができる枠組みとする必要があ

り、現場における人材育成を含めた制度とする必要がある。 
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（案①） 

○ 制度設計案について、上記の支持する意見、反対する意見、その他の意

見を含めて全体を総合して考えた上で、改めて整理し、下記の修正を加え

るべきである。 

 ・ 教育課程のカリキュラムについて、子ども関連科目の時間数の増加を

含め、施行に向けて厚生労働省が設置するカリキュラム検討会の中で関

係者の真摯な議論のもと、十分に検討すること。 

 ・ 子どもに関し十分な知識をもち、実務経験豊富な保育士の方も参画で

きるよう、当分の間の措置として新たな資格を取得可能なルートを設け

ること。その際、ソーシャルワークに関する研修を受講し、十分に能力

が身につくことを前提とすること。また、対象となる保育士の範囲は、

相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ、今後検討すること。 

 ・ 新たな資格の質をよりわかりやすく客観的に評価するため、認定機構

（仮称）が実施する試験を導入すること。その際、カリキュラム内容を

改めて精査するとともに、ルートに応じた試験内容を検討すること。例

えば、福祉系大学等のルートでは知識・実践両方必要である一方、子ど

も福祉分野の現任者等のルートでは、実務経験を考慮し、実践的な試験

内容のみとすることなどが考えられる。 
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（案②） 

○ 制度設計案について、上記の支持する意見、反対する意見、その他の意

見を含めて全体を総合して考えた上で、改めて整理し、下記の修正を加え

た上で引き続き議論したが、修正内容そのものに対する特段の反対意見は

なかったものの、資格の在り方の骨格について強い反対意見が出たため、

議論は収れんしなかった。 

 ・ 教育課程のカリキュラムについて、子ども関連科目の時間数の増加を

含め、施行に向けて厚生労働省が設置するカリキュラム検討会の中で関

係者の真摯な議論のもと、十分に検討すること。 

 ・ 子どもに関し十分な知識をもち、実務経験豊富な保育士の方も参画で

きるよう、当分の間の措置として新たな資格を取得可能なルートを設け

ること。その際、ソーシャルワークに関する研修を受講し、十分に能力

が身につくことを前提とすること。また、対象となる保育士の範囲は、

相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ、今後検討すること。 

 ・ 新たな資格の質をよりわかりやすく客観的に評価するため、認定機構

（仮称）が実施する試験を導入すること。その際、カリキュラム内容を

改めて精査するとともに、ルートに応じた試験内容を検討すること。例

えば、福祉系大学等のルートでは知識・実践両方必要である一方、子ど

も福祉分野の現任者等のルートでは、実務経験を考慮し、実践的な試験

内容のみとすることなどが考えられる。 

 

○ 以上のような経緯を踏まえ、子ども家庭福祉の新たな資格について、福

祉系大学等における養成の在り方の検討は、子ども家庭福祉分野における

ソーシャルワークを担う人材の養成の在り方の根幹にも関わる議論にも及

ぶものであることから、引き続きの課題とする。 

まずは、児童相談所、市町村その他の子ども家庭福祉の現場にいる職員

の資質向上を早急に図るため、制度設計案において示した既存の資格を有

する者や現任者のルートについて、当該者が一定の研修・試験を経て取得

する認定資格として実施することとする。この枠組みが実効性の高い仕組

みとして早期に実施できるよう、研修内容の精査などその準備に全力を挙

げるべきである。 

その上で、福祉系大学等における養成の在り方を含む資格の在り方につ

いては、既存の資格を有する者や現任者のルートに係る認定資格の取得状

況やその効果について調査研究等も活用して実態を把握し、その結果も踏

まえながら、将来的に検討すべきである。 
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○ 子ども家庭福祉分野に関わる人材の資質の向上は喫緊の課題であり、研

修・人材養成の充実が必要である。このため、 

・ 研修等のオンライン化 

・ ソーシャルワークの能力を高めるための内容の工夫 

・ スーパーバイザーの法定研修の事前への見直し 

を着実に実施する必要がある。 

  また、自治体間のノウハウの蓄積の差を埋めるため、各ブロック単位で

の指導的立場の職員への研修の実施や、他自治体に職員を派遣して研修を

行う取組を着実に実施するほか、市区町村の職員の専門性向上を図る取組

を実施する必要がある。 

 

〇 児童相談所や市区町村の職員は公務員であり、異動があるために専門性

の積み上げが難しい側面はある。その中で、地方自治体の特性を踏まえつ

つ福祉専門職の採用を定着させ、その専門性をいかしていく人事システム

を構築し、キャリアパスを明確にして専門性を高めていく必要がある。 

そのために、国は、現在実施している調査研究を活用して実態を把握し、 

・ 福祉専門職の採用促進やその育成の好事例 

・ 児童養護施設など民間支援機関との人事交流や実地研修の好事例 

を周知するなど、地方自治体の取組が促進されるような対策を講じるべき

である。 

 

○ 国や自治体は、 

・ 児童養護施設等における人材確保・定着のための取組みに関する好事

例を調査・把握し、周知を図ること 

・ 児童家庭支援センターや里親支援機関（フォスタリング機関）が地域

の家庭支援機能等を十分に果たすための職員の確保・資質向上に取り組

み易くすること 

など、民間機関における人材の確保・育成対策の支援を講じる必要がある。 

 

○ 児童へのわいせつ行為を行った保育士の対策については、「地域におけ

る保育所・保育士等の在り方に関する検討会」での議論も踏まえ、教育職

員と同様の内容の対応（※１）を取ることなど保育士の資格管理の厳格化

を図る。あわせて、児童へのわいせつ行為を行ったベビーシッターの対策

等のため、専門委員会（※２）での議論を踏まえ、事業停止命令等を受け

た認可外保育施設の名称等を公表することなど対応を図る。 

（※１）児童へのわいせつ行為により保育士の登録を取り消された者につ

いては、再び保育士の登録を行うことが適当であると認められた場合の

みに再登録できる仕組みの創設 等 

（※２）社会保障審議会児童部会子どもの預かりサービスの在り方に関す

る専門委員会 
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○ こうした児童へのわいせつ行為を行った保育士等への対応の他、児童へ

のわいせつ行為を行った社会的養護・代替養育の現場に従事する職員につ

いても、早急な対応を考えて行く必要があるとの意見があった。 

 

 

（２）情報共有 

 

○ 民間機関が要対協に参画していないことで、支援が必要な世帯に係る情

報を行政から得られないといった事例が生じていることから、要対協の運

営指針や市町村子ども家庭支援指針を見直すなどして、要対協への多様な

主体の参画を促進していく。 

 

○ また、要対協における行政機関と民間機関との間の情報共有の実態につ

いて調査を行い、効果的な運用を好事例として集約し、全国の自治体に周

知して柔軟な対応を求めていく。 

 

○ 全国の都道府県（児童相談所）と市区町村をつなぐ情報共有システムに

ついて、令和３年９月１日から全国の児童相談所において活用し、要保護

児童等の行方不明情報及び転出転入情報の共有を一斉に開始したが、この

システムの運用を定着させ、転居したケースに係る円滑な引き継ぎ・迅速

な初動を図るなど、虐待対応の効率化・質の向上を図る。 

 

○ 児童福祉現場における自治体の ICT の導入については、子どもが安心安

全に成長をしていく環境整備を効果的・効率的に行うためにも、自治体の

現状を丁寧に把握しながら、可能なものから順次検討を行う必要がある。 

 

 

（３）都道府県、児童相談所、市区町村の体制 

 

○ 平成 28年の児童福祉法等改正時に明確化された都道府県と市区町村の役

割分担の下、上記Ⅲ～Ⅴの事項を確実に推進するため、都道府県、児童相

談所、市区町村における人的体制の強化を実施するとともに、児童相談所

（特別区や中核市）設置推進を図る必要がある。また、国は自治体におけ

る体制整備や業務負担軽減に係る必要な支援に取り組む必要がある。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 
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０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

※該当年齢人口は総務省統計局による人口推計年報（令和元年10月１日現在）より。なお、各年齢の数値は、人口推計年報における当該年齢と当該年齢より１歳上の年齢の数値を合計し、２で除して算出したもの。
※幼保連携型認定こども園の数値は令和元年度「認定こども園に関する状況調査」（平成３１年4月1日現在）より。
※「幼稚園」には特別支援学校幼稚部、幼稚園型認定こども園も含む。数値は令和元年度「学校基本調査」（確定値、令和元年５月１日現在）より。
※保育園の数値は令和元年の「待機児童数調査」（平成３１年４月１日現在）より。なお、「保育園」には地方裁量型認定こども園、保育所型認定こども園、特定地域型保育事業も含む。４歳と５歳の数値について
は、 「待機児童数調査」 の４歳以上の数値を「社会福祉施設等調査」（平成３０年10月１日現在）の年齢別の保育所、保育所型認定こども園、地域型保育事業所の利用者数比により按分したもの。

※「推計未就園児数」は、該当年齢人口から幼稚園在園者数、保育園在園者数及び、幼保連携型認定こども園在園者数を差し引いて推計したものである。このため、企業主導型保育事業や認可外保育施設を利用する
児童を含む。
※四捨五入の関係により、合計が合わない場合がある。

②幼稚園児

③幼保連携型認定こども園児

92万人 95万人 98万人98万人 97万人 99万人（%）該当年齢人口

①保育園児

就園していない児童
※各年齢の人口から①～③を差し引いた推計
※企業主導型保育事業や認可外保育施設を利用している児童を
含むことに留意が必要

13万人
（14％）

35万人
（37％）

41万人
（42％）

42万人
（43％）

42万人
（43％）

41万人
（41％）

2万人（３％）

８万人（８％）
９万人（９％）

16万人
（16％）

17万人
（17％）

77万人
（84％）

52万人
（55％）

48万人
（49％）

５万人（5％）

34万人
（35％）

39万人
（40％）

41万人
（42％）

17万人
（17％）

保育園・幼稚園等の年齢別利用者数及び割合（令和元年度）

○ 未就園児（保育園や認定こども園、幼稚園に就園していない児童）の大半は０～２歳児となっている。

○ 現在、回答者の母親自身が育った市区町村で子育てをしているとの回答割合は、全体では27.8％で、７割
以上の母親は自身が育っていないまちで子育てを行っている。
○ 「近所に子どもを預かってくれる人がいる」との回答割合は、全体では39.9％で、６割の母親は「子ども
を預かってくれる人はいない」と回答している。

子育て家庭の孤立

※ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業報告書」（2017年）
（全国の地域子育て支援拠点事業を運営する団体（計240団体）の利用者について、各団体において任意の開所曜日・時間に１拠点あた
り10人程度に無作為配布するよう依頼し回答を得たもの（有効回答数1136人））
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○ 地域子育て支援拠点を利用している母親に対し、拠点を利用する前の自身の子育ての状況をたずねたところ、
「子育てで、つらいと感じることがあった」（62.6％）、「家族以外の人と交流する機会があまりなかっ
た」（57.2％）、「子育ての悩みや不安を話せる人がほしかった」（55.4％）、など、子育ての不安や悩
みを相談・共有するニーズがある。

子育て家庭の置かれている子育ての状況

※ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業報告書」（2017年）
（全国の地域子育て支援拠点事業を運営する団体（計240団体）の利用者について、各団体において任意の開所曜日・時間に１拠点あたり10人程度に無作為配
布するよう依頼し回答を得たもの（有効回答数1136人））

拠点を利用する前の自身の子育ての状況

児童虐待相談の対応件数推移及び虐待相談の内容・相談経路

11,631
17,72523,274

23,738

26,569

33,408

34,472

37,323

40,639

42,664

44,210

56,384

59,919

66,701

73,802

88,931
103,286

122,575 133,778

159,838

193,780

205,044

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

児童虐待相談対応件数の推移
児童虐待相談対応件数

○ 虐待相談の内容別割合

身体的虐待 ネグレクト 性的虐待 心理的虐待 総 数

令和２年度 50,035(24.4%)
（+795）

31,430(15.3%)
（－1,915）

2,245(1.1%)
（+168）

121,334(59.2%)
(+12,216)

205,044(100.0%)
（+11,264）

○ 虐待相談の相談経路

家族 親戚 近隣
知人

児童
本人

福祉
事務所

児童
委員 保健所 医療

機関
児童福祉
施設 警察等 学校等 その他 総 数

２年度
14,093
（7%）
（+933）

2,672
（１%）
（+33）

27,641
（13%）
（+2,356）

2,115
（1%）
（＋452）

8,265
（4%）
（-625）

210
（0%）
（±0）

233
（0%）
（+１）

3,427
（2%）
（-248）

2,979
（1%）
（+108）

103,625
（51%）
（+7,152）

14,676
（７%）
（-152）

25,108
（12%）
（+1,254）

205,044
（100%）
（＋11,264）

平成27年７月
児童相談所全国共通
ダイヤルを３桁化

平成25年８月
「子ども虐待対応の手引き」において、
きょうだいへの虐待を当該児童に対する
心理的虐待であると例示。

平成16年10月
児童虐待防止法の改正により、配
偶者間の暴力（面前DV）が心理的
虐待に含まれることが明確化され
た。

○ 令和２年度における児童相談所の児童虐待相談対応件数は、205,044件。平成11年度に比べて約18倍。
○ 心理的虐待の割合が最も多く（59.2%）、次いで身体的虐待の割合が多い（24.4%）。
○ 相談経路は、警察等（51％）、近隣知人（13％）、家族（7％）、学校等（7％）からの通告が多くなっている。

平成25年12月
警察がDV事案への積極的な介
入及び体制を確立したことに伴
い、警察から児童相談所への通
告が増加した。

令和元年12月
児童相談所虐待対応
ダイヤルを無料化
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20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

2,563件 2,456件 2,580件 2,697件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

2,597件 2,571件 2,685件 2,536件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

2,651件 2,396件 2,441件 2,595件

相談対応件数 205,044件※１

一時保護 27,390件※２

施設入所等 4,348件※３、４

内訳

児童養護施設

２，２７４件

乳児院

６６３件

里親委託等

６５６件

その他施設

７５５件

※それぞれ別個の集計結果のため、
「施設入所等」は「一時保護」の内
数ではない。

20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

679件 643件 728件 713件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

747件 715件 785件 753件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

773件 800件 736件 850件

20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

282件 312件 389件 439件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

429件 390件 537件 464件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

568件 593件 651件 735件

20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

638件 620件 739件 650件

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

723件 789件 778件 817件

28
年度

29
年度

30
年度

令和元
年度

853件 790件 813件 849件

※１ 児童相談所が児童虐待相談として対応した件数（延べ件数）
※２ 児童虐待を要因として一時保護したが、令和２年度中に一時

保護を解除した件数（延べ件数）
※３ 児童虐待を要因として、令和２年度中に施設入所等の措置が

なされた件数（延べ件数）
※４ 令和２年度 児童虐待以外も含む施設入所等件数 8,982件

【出典：福祉行政報告例】

児童虐待相談対応の内訳

※平成22年度の相談対応件数、一時保護件数及び施設入所等件数は
東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値。

○ 児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数（205,044件）のうち、一時保護がされるのが約13％
（13.4%）、施設入所等の措置をされるのが約２％（2.1%）である。

死亡した０歳児の月齢

○ 毎年、児童虐待による死亡事例が発生しており、心中以外の虐待死亡事例の人数はほぼ横ばい。（令和元年度心中
以外の虐待死は57人）
〇 年齢別でみると、
・ ０歳児が最も多く（令和元年度心中以外の虐待死 49.1％）、そのうち月例０か月児の死亡は39.3％であった。
・ ２歳児以下の割合は約６割（59.7％）を占めている。

児童虐待による死亡事例の推移と虐待死に占める年齢割合

児童虐待による死亡事例の推移（児童数）

（注１）平成15年～平成19年までは暦年。平成20年度以降は年度、
（注２） 平成15年はH15.7.1～H15.12.31の６か月間、
（注３）平成19年はH19.1.1～H20.3.31の15か月間

（出典）社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会による検証結果より

49.1%

5.3%5.3%

12.3%3.5%
0.0%

1.8%
8.7%

14.0%

死亡時点の子どもの年齢（心中以外の虐待）

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 ７～17歳 不明

０歳児
28人（49.1％）
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子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターの設置状況

子ども家庭総合支援拠点 子育て世代包括支援センター

小規模A型
（児童人口概ね0.9万人未満）

26.4%
（347/1313）

89.9%
（1181/1313）

小規模B型
（児童人口概ね0.9満員以上1.8万人未満）

61.6%
（132/214）

98.1%
（210/214）

小規模C型
（児童人口概ね1.8万人以上2.7万人未満）

71.2%
（62/87）

98.9%
（86/87）

中規模型
（児童人口概ね2.7万人以上7.2万人未満）

80.4%
（78/97）

99.0%
（96/97）

大規模型
（児童人口概ね7.2万人以上）

53.3%
（16/30）

100.0%
（30/30）

○ 支援の供給量としては、令和元年度実績を見ると、一時預かり事業については約521万人日、子育て短期支援事業
のショートステイにあっては約9万人日、養育支援訪問事業は約18万件となっている。
→ 要支援児童・要保護児童１人当たりでは、ショートステイは約0.39日/年、養育支援訪問事業は約0.78件/年の利用
にとどまっている。
※ 未就園児（182万人）１人当たりでは、一時預かり事業は約2.86日/年、ショートステイは約0.05日/年、養育支援訪問は約0.1件/年

子育て支援の利用状況

【養育支援訪問】

約18万件
（令和元年度実績）

【一時預かり】

約521万人日
（令和元年度実績）

【ショートステイ】

約９万人日
（令和元年度実績）

子ども子育て支援事業

未就園児１人当たりでは・・・

【一時預かり】

約2.86日/年

【ショートステイ】

約0.05日/年

【養育支援訪問】

約0.1件/年

要支援児童、要保護児童１人当たりでは・・・

【ショートステイ】

約0.39日/年

【養育支援訪問】
約0.78件/年

要保護児童（約15万人）
→保護（約５万人）
→入所措置（約１万人）

要支援児童（約８万人） 要対協リスト掲載
約23万人

全子育て世帯
約1,200万世帯
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